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三菱重工グループ

カーボンニュートラル宣言
三菱重工グループは、2021年10月29日に2040年カーボンニュートラル

“MISSION NET ZERO“を宣言しました。

CO2削減に貢献できる当社グループの製品・技術・サービスを通じて、

世界中のパートナーと協調し、

新しいソリューション、イノベーションで、

グローバル社会全体のNet Zero実現に貢献していきます。
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表１　2040年カーボンニュートラル宣言

表2　水素の色分け

目標年 当社グループのCO2排出削減
Scope 1, 2

バリューチェーン全体を通じた
社会への貢献

Scope 3 + CCUS 削減貢献

▲ 50% （2014年比）
Net Zero

2030年
2040年 Net Zero

▲ 50% （2019年比）

2040

カーボンニュートラル
排出量と吸収・除去量の
差し引きゼロ

CO2排出

現在

排出

排出
削減

吸収・除去

CO2除去

図１　カーボンニュートラルのイメージ

Scope 3 Scope 3Scope 1 Scope 2

CO2 CO2CO2 CO2

上流 下流三菱重工グループ

▪ 原材料の製造
▪ 輸送

▪ 燃料の燃焼 ▪ 電気の使用
▪ 製品の使用
▪ 廃棄

図2　CO2排出量削減Scope

水素の種類 エネルギー源

グリーン水素

パープル水素

化石燃料など

化石燃料など

核熱(原子力)

電気(再エネ)

電気(再エネ)

CH4など→水蒸気改質→H2＋CO2→大気放出

CH4など→水蒸気改質→H2＋CO2→回収・貯留

CH4など→直接分解→H2＋C→有効利用

CH4など→直接分解→H2＋C→有効利用
H2O→高温水電解など→H2

H2O→水電解など→H2

ブルー水素

グレー水素

ターコイズ水素

水素製造プロセス

私たち三菱重工グループが掲げる2040年カーボンニュートラル宣言 “MISSION NET ZERO”。まずはその目標を表1に示します。

第1の目標は、当社グループのCO2排出量（Scope1、2）を、2030年までに50%削減（2014年比）、2040年までにNet Zeroにするこ

とです。第2の目標は当社グループ製品の使用によるお客さまのCO2排出量が大部分を占めているScope3から、CCUSによる削減

貢献分を差し引いた、バリューチェーン全体からのCO2排出量を、2030年に50%削減（2019年比）、2040年にNet Zeroにすること

です。日本を含めた主要先進国のNet Zero達成時期の2050年よりも、10年前倒しで達成します。革新的技術を導入し、経済性と信

頼性を両立するソリューションを提供することで、トランジションコストを低減し、持続可能な社会の実現に貢献します。

カーボンニュートラル＝Net Zeroとは ?

カーボンニュートラルとは、「CO２の排出量から吸収量と除去量

を差し引いた合計をゼロにする」ことを意味します。つまり、CO2

排出を可能な限り削減した上で、排出せざるを得なかった分に

ついては、植林や再利用により「吸収」または地下貯留などで「除

去」することで、差し引きゼロ、つまりNet Zero（正味ゼロ）にす

るということです。

図１にカーボンニュートラルのイメージを示します。

Scope1、2、3とは ?

GHGプロトコル※で規定された、CO2排出のScope1、２、３の定

義を図２に示します。Scope1は、当社グループ自らのCO2の直

接排出であり、主に燃料の燃焼により発生します。例えば、工場

の生産設備で必要となる熱源を所内ボイラーで賄う場合、この

ボイラーからの排ガスとして放出されるCO2が対象になります。

Scope2は、他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間

接排出であり、電気の使用が主要因となります。例えば、ビルや

工場で電力会社から購入した電気を使用する場合、その電気の

発電過程で発生したCO2などが対象になります。

Scope3は、当社グループの上流および下流に位置する他社の排

出であり、上流側は原材料が生産される過程や輸送される時に

発生するCO2など、下流側は当社グループの製品、例えば納めた

発電機器の運転に伴い発生するCO2や廃棄されるときに発生す

るCO2などが対象になります。

水素の “色“ について

同じ水素でも原料や製造方法によって、水素が作られる過程で

CO2が発生している場合があります。それを区別するため、表2

のように色分けをする考え方が広まっています。

グレー水素は、天然ガスなどを水蒸気改質反応させて得られる
水素です。CO2も同時に発生し大気に放出しているため、地球温

暖対策上、使用を抑制していく必要があります。

ブルー水素は、天然ガスなどを水蒸気改質反応させて得られる
水素であり、同時に発生するCO2を回収・貯留して大気放出しな

いため、カーボンフリー水素になります。ただし、貯留できる場所

の確保が必要となります。

ターコイズ水素は、メタン直接分解などによって得られる水素で
す。副産物として固体炭素を生成し、CO2を放出することはなく、

有価物としてタイヤ等の原料にすることができます。

グリーン水素は、再生可能エネルギーから水の電気分解などに
よって製造された水素です。　

パープル水素は、原子力由来の高温核熱や電気を利用し、メタン
直接分解や高温水蒸気電解などによって得られる水素です。

グレーに対して、ブルー、ターコイズ、グリーンおよびパープルは、

大気へCO2を排出しないためカーボンフリー水素とみなされ、ア

ンモニアも原料水素の色に応じて同様に色分けされています。

GHG Greenhouse gas
※ GHGプロトコル
世界的に推奨されている温室効果ガス（GHG）排出量の算定、報

告の基準。米国の環境シンクタンク世界資源研究所（World 

Resources Institute：WRI）と持続可能な開発のための世界経済

人会議（World Business Council for Sustainable 

Development：WBCSD）が主導し、各国政府機関も関与して開

発された基準。
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図3　三菱重工グループのロードマップ

図4　三菱重工グループのカーボンニュートラル社会実現に向けたバリューチェーン
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カーボンニュートラル社会実現に向けたバリューチェーン

図３に2040年カーボンニュートラル目標達成に向けたロー

ドマップを示します。Scope1、2については、省エネ、自社技

術の導入、脱炭素電力の導入により2040年にはCO2排出ゼ

ロを目指します。Scope3については、燃料転換、省エネ／電

化でCO2削減しますが、CO2排出削減が困難な産業分野が

存在するため、排出量を完全にゼロとすることはできません。

このような産業には、Carbon dioxide Capture 

Utilization and Storage（CCUS）を活用し、その削減貢献

を加味して、2040年のネットゼロを目指します。

なお、Scope3＋CCUS削減貢献の定義には含まれませんが、

当社が提供する原子力発電プラントやバイオマス発電プラン

トは、運転中にCO2を排出しないことから、これらの導入量や

稼働率が向上することで、CO2排出量の低減に貢献していきます。

いきます。また、カーボンフリーの大規模安定電源である原子力

発電の最大限活用に向けて、既設原子力発電プラントの再稼

働、革新軽水炉（次世代軽水炉）の2030年代半ばの実用化、将来

の多様なニーズに対応する小型炉、高温ガス炉、高速炉、マイク

ロ炉の開発を推進していきます。

第２に、バリューチェーンの上流に位置するエネルギーの脱炭素

Scope1、2のCO2排出量は2019年で約700千トン＝70万ト

ン規模であるのに比べて、Scope3は1,500百万トン＝15億ト

ン規模であり、2,000倍と圧倒的に多くなっています。これは、

発電機器などの製品使用がCO2排出の主要因になっており、

その約7割を火力発電プラントの運転に伴うCO2排出で占めて

いるためです。カーボンニュートラルとなるNet Zeroを達成す

るために、燃やしてもCO2が発生しないカーボンフリー燃料へ

の転換、すなわちエナジートランジションを進めることが最優

先課題となります。

図4に三菱重工グループのカーボンニュートラル社会実現に向

けたバリューチェーンを示します。

第１に、脱炭素（含むカーボンニュートラル）エネルギーを使用
できる製品を開発し、既存インフラの脱炭素化を進めていく必

要があります。特にカーボンフリー発電技術、バイオマス発電・ガ

ス化技術、エナジーソリューションを柱に、脱炭素化を推進して

化を図る必要があります。従来の化石燃料から水素・アンモニア

のサプライチェーンに切り替えた水素エコシステムを構築して

いきます。

第3に、脱炭素化が難しい産業分野に対して、排出されるCO2の
回収、輸送・貯留、利用までのCCUSに関わる製品・技術・サービ

スを通じてCO2エコシステムを構築していきます。

CCUS Carbon dioxide Capture Utilization 
and Storage

三菱重工グループの
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MISSION NET ZERO

Powered by

2025 2030 20502040

カーボンニュートラル ロードマップ 三菱重工グループのカーボンニュートラル実現に向けたロードマップを表３に示します。三菱重工グループでは、既存イン

フラの脱炭素化、水素エコシステムの実現を推進、CO2エコシステムの実現に貢献していきます。以下ロードマップの内容を

紹介します。

三菱重工グループの

三菱重工グループ

既存インフラの脱炭素化

水素エコシステムの実現

CO2エコシステムの実現

カーボンフリー
発電

カーボンフリー
燃料製造

バイオマス
発電、ガス化

エナジー
ソリューション

再生可能
エネルギー

グリーン
スティール
（製鉄）

カーボンフリー
燃料サプライ
チェーン

CCUS
バリューチェーン

火力発電の脱炭素化
水素・アンモニア燃料転換

原子力発電 既設原子力発電プラント再稼働

GT水素混焼

■ 高砂水素パーク

■ GTCC＋CCS

■ 熱エネルギー供給事業、運転保守代行サービス

■ 水素コンプレッサ
■ 水素ステーション向け液体水素昇圧ポンプ
■ 高砂水素パーク

■ 豪州 グリーン水素・アンモニア事業
■ 米国 先進的クリーンエネルギー貯蔵事業
■ ドイツ グリーン水素プロジェクト

■ 新回収技術

■ 回収サービス（CaaS）
■ CO2NNEX事業

■ CCUSサービス
■ 中間貯留サービス ■ 船舶輸送サービス

■ アンモニア・LCO2兼用輸送船

■ 英国 産業クラスター脱炭素化プロジェクト
■ 日本 水素キャリアサプライチェーン

■ 国内容量市場

■ BESS グローバル市場向けインテグレータ事業
■ SOEC （Solid Oxide Electrolysis Cell） 商用化

■ 東南アジア向け事業参画

大容量化

商用化

大容量化

大容量化

CO2フリー水素製造
技術の適用

安全性を高めた革新軽水炉（次世代軽水炉） ■

高温ガス炉実用化 ■

小型炉、高速炉、マイクロ炉 ■
核融合炉 ■

■ 大型GT 水素30～50%混焼商用化 ■ 大型GT 水素専焼商用化
■ 中小型GT 水素専焼商用化
■ 中小型GT アンモニア専焼商用化

■ ボイラー アンモニア混焼商用化 ■ 水素エンジン

ボイラー　バイオマス混焼

東南アジア向け事業性調査

地熱発電

アンモニアプラント用コンプレッサ

水素リッチコンプレッサ

アンモニア輸送船

米国 Monolith社・C-ZERO社出資

ノルウェー HydrogenPro社・米国 Electric Hydrogen社出資

高温ガス炉熱利用による水素製造技術開発

BESS 米国他向け機器供給・EPC事業
SOFC、ORC

国内産業用自家発ソリューション（燃転・設備更新）
国内調整力市場
分散電源市場

化学式CO2回収装置（KM CDR ProcessTM）
LCO2船
CO2コンプレッサ

地熱発電

製品関連

ソリューション・サービス事業

ターコイズ水素

グリーン水素

パープル水素

CO2回収技術活用
GTCC + CCS

バイオマスによる脱炭素化
バイオマス、SAF燃料転換

産業部門の脱炭素化
ESP事業

蓄エネ・省エネ
BESS、SOFC、ORC

HYFOR (微粉鉱直接還元製鉄法）
SMELTER (新型溶錬炉)水素還元製鉄

再エネによる商業運転Fusion & Quantum EAF (新型電気炉)電気炉

CO2回収装置追設（KM CDR ProcessTM）  
CO2再利用（LanzaTech社技術）高炉/直接還元炉＋CCUS

脱炭素へのトランジション燃料
LNGサプライチェーン事業

CO2フリー燃料
燃料製造装置・技術
水素製造

CO2フリー燃料サプライチェーン構築
水素・アンモニア事業

CO2排出50%削減 カーボンニュートラル 主要国
カーボンニュートラル

表3　三菱重工グループのカーボンニュートラル ロードマップ

商用化
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高砂水素パーク検証拠点
水素供給ライン

B

A

C_1 C_2

水素製造装置

実証発電設備

C_1 C_2

A B

SOEC水電解装置 （5MW級）

大型ガスタービン （450MW級）

建設・据付

中型ガスタービン （40MW級）

2025 2030

A

B

C_1,2

水素貯蔵

大型ガスタービン

中小型ガスタービン

水素製造装置

100％水素
燃焼試験

Advanced Clean
Energy Storage Project

30～50％水素混焼運転

100％水素混焼運転

The Future of IPP Is Green

※ 写真は SOFC

図5　水素ガスタービンのイメージと水素専焼燃焼器の写真

図6　高砂水素パーク

1970年代から製油所・製鉄所などの副生ガスである水素を多く

含む燃料を扱うガスタービンを手掛け、2015年以降は国立研究

開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）による

助成事業を活用し、最新鋭機での水素燃焼技術開発に取り組ん

でいます。2018年には水素を30%混ぜた燃料で、J形ガスタービ

ン燃焼器を用いて1,600℃での安定燃焼を達成しており、現在

2025年の水素専焼に向けて技術開発を進めています。大型ガス

タービンでは2025年の商用化に向け水素混焼50%までの混焼

実証を計画、2030年までに水素専焼での商用化も見込まれま

す。また、中小型ガスタービンでは2025年以降に水素専焼での

商用化を目指します。図5に水素ガスタービンのイメージと水素

専焼用燃焼器の写真を示します。

国内での水素社会を実現するためには、水素よりキャリアとして

のハンドリングに優れたアンモニアの活用も有効です。ガスター

ビンの排熱を利用してアンモニアから水素を分離する技術を開

発しているほか、燃料としてアンモニアを100％直接利用する

40MW級ガスタービンシステムの開発にも着手し、2025年の実

機運転・商用化を目指します。

また、アンモニアは水素キャリアの候補に加えて、燃料としての

利用も検討しています。アンモニアは、石炭焚きボイラーでも混

焼可能で、石炭火力の脱炭素化に向けた活用も期待されていま

す。2025年までにボイラーでのアンモニア混焼の実証を行い、

2025年以降での商用化を目指します。

水素・アンモニア燃料転換1

水素を燃料とする水素ガスタービンの早期商用化に向け、

開発・設計・製造・実証拠点を置く高砂製作所に水素製造

から発電までにわたる技術を世界で初めて一貫して検証で

きる「高砂水素パーク」を整備します。現在、2023年度の稼

働開始に向け、水素製造・貯蔵およびガスタービンでの水

素燃焼技術の試験・実証運転に着手できるよう準備を進め

ています。水素製造設備は、水電解装置の採用に加え、メタ

ンを水素と固体炭素に熱分解するターコイズ水素の製造

など、次世代水素製造技術の試験・実証を順次行う予定で

す。この実証設備を活用することにより、水素の本格普及、

水素発電の社会実装に大いに貢献することが期待されま

す。さらにTOMONI※のAIエンジンによる電力デマンド予

測に基づき、エネルギーマネジメントシステムによる運転

計画の立案、工場の電力需給状況に応じてGTCC、BESSの

最適運用、インバランス抑制、エネルギーバランスの最適

化等をはかることも可能となります。

水素製造・発電実証設備 「高砂水素パーク」 （図6）

大容量水素製造と水素GTCCシステムとの一気通貫での実機実証を、同一場所で実施（世界初）

既存インフラの脱炭素化

カーボンフリー発電

※ TOMONI®は、お客様およびパートナーとの強固な協働と共に、発電プラントの
設計、運用・保守、および各種システムのノウハウにより脱炭素化を加速するイン
テリジェントソリューションです。TOMONIは、高度な制御機能、人工知能 
(AI) 、機械学習と多層的なサイバーセキュリティを活用して、エネルギーシステム
をよりスマートにすることで収益性を向上し、最終的には持続可能な未来に向け
て自律性を高めることを目指します。
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図7　産総研 福島再生可能エネルギー研究所に設置された水素エンジン

CO2エコシステムの実現に貢献するCarbon dioxide Capture & Storage（CCS）技術を有する三菱重工エンジニアリングとエナジー

トランジション&パワー事業本部が協業し、GTCCなどの高効率発電システムとCCSとの組み合わせにより、CO2排出量を可能な限り

削減した電力を提供していきます。本技術を使い、英国政府の取り組みに参画しています。

GTCC + CCS2

既存インフラの脱炭素化

【水素エンジンの燃焼試験実施、水素100％の安定燃焼を実現へ】

物流・冷熱・ドライブシステムドメイン（LT＆Dドメイン）の三菱

重工エンジン&ターボチャージャ（MHIET）では、従来のディー

ゼルエンジンやガスエンジンを母体とした水素エンジンの開発

と実用化に向けた取り組みを強化しています。

MHIETは、国立研究開発法人 産業技術総合研究所（産総研）

と、水素エンジンの燃焼研究に2019年度から共同で取り組んで

きました。

MHIET製のレシプロガスエンジンを改良した単気筒エンジン

を、産総研 福島再生可能エネルギー研究所（福島県郡山市）に

設置、水素の燃焼特性に合わせて、水素燃料供給方法、着火方

MHIET

【バイオガス発電・バイオディーゼル】

バイオガス発電は、廃棄物とされている下水処理、生ゴミ処理、

家畜糞尿等の有機性資源をメタン発酵させ、発電に利用するこ

とで、地球温暖化防止・廃棄物減量とともに、再生利用を促進、

再生可能エネルギーの増大、環境保全、電力不足対応に寄与す

るものです。

世界的に化石エネルギーに代わる新しい資源としての「バイオ

ガス」を求める声も多く、様々な研究・開発が行われてきました。

現在、日本で稼働中のバイオガスプラントでは「消化ガス」と同

様に「分別」「調整」を経て約35～55℃程度の嫌気性環境下で

「消化（嫌気性消化処理）」、20日～1ヶ月かけて発酵が行われガ

スを抽出します。「バイオガス」の化学成分は、主に「メタン

（CH4）」（約6割）と「二酸化炭素（CO2）」（約4割）で構成されてい

ます。一方、本発生ガスには、硫化水素などの腐食成分、またシロ

キサン化合物等エンジンに重大なダメージを及ぼす成分も含ま

れており、設備側で一定の基準値まで除去していただく必要が

ありますが、都市ガスをベースとした標準仕様のガスエンジンを

一部改造することで運転が可能です。

MHIETは、これまで国内の食品リサイクル施設や浄化処理施設

等に300～600kWクラスのバイオガス発電装置を計5基納入し

ており、いずれも安定して運転を継続しています。

MHIET

CCS Carbon dioxide Capture
and StorageGTCC Gas Turbine

Combined Cycle

バイオディーゼル燃料（BDF）とは、一般的に、生物由来の油種

（パーム油・菜種油等）や廃食用油などに特殊な化学処理をして

製造される、ディーゼルエンジン用の燃料のことを指し、地球温

暖化対策が緊急の課題となる中、BDFは、化石燃料の代替燃料

として期待されている燃料です。

代表的なBDFに、原料をメチルエステル化して得られる Fatty 

Acid Methyl Ester（FAME）と、水素化処理して得られる

Hydrotreated Vegetable Oil（HVO）があります。ともに、燃料

性状（密度・粘度・発熱量等）は軽油と異なり、軽油にBDFを数％

～数十％混合させて使用するのが一般的です。FAMEは、環境対

策を目的に、一部の先進国において、FAMEを含有した軽油（混

合率上限5～7%）が一般軽油として販売されています。FAMEは

軽油に比べ劣化しやすいことが特徴で、濃度が高いほど、用途、

管理方法、使用期限等に制約が課されることがあります。一方、

最近注目されてきた次世代BDFのHVOは、劣化しにくいという

特徴があります。当社では、これらのBDFを安全にご使用いただ

けるよう、ガイドラインを整備しています。また、高濃度での使用

による環境負荷低減を目指し、実証試験を実施中です。

法、給気弁閉じ時期、空気過剰率などを見直すことで、水素専

焼・予混合方式での安定燃焼条件を明確にし、CO2を排出せず

クリーンな水素を100%として安定燃焼できる条件を見出しま

した。

6気筒換算で340kW、16気筒換算で920kWまでの試験運転に

成功。この結果をベースに、さらに試験データを積み重ねて取得

することで多気筒エンジンの開発につなげ、2030年代の水素利

用に向けて1MW（1,000kW）級水素エンジンを実用化すること

を目標にしています。
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2020 2030 2040 2050

既設軽水炉他

革新型軽水炉

将来炉

核融合炉

既設軽水炉の再稼働／燃料サイクルの確立

革新軽水炉（次世代軽水炉）

高温ガス炉、ナトリウム冷却高速炉、
マイクロ炉

小型軽水炉

研究開発・設計・製造・建設

研究開発・設計・製造・建設

ITER計画※ 原型炉 核融合炉

建設

図8　カーボンニュートラルに向けた原子力ロードマップ

※ ITER計画： 核融合炉実験炉実現に向け7極（日、EU、米、露、中、韓、印）政府により進められている大型国際PJ

当社は、1970年の美浜1号機運転開始以来、国内24基の加圧水

型軽水炉（PWR）プラントを全て納入した実績を有しています。

また、PWRプラントの建設・保守だけでなく、原子燃料の製造、

使用済み燃料の中間貯蔵（キャスク）や燃料サイクル施設、高速

炉開発など、原子力のほとんどの分野ほぼ全分野について対応

しています。

原子力発電は、運転中にCO2を排出せず、気象条件に左右され

ず安定して発電ができる、カーボンフリーの大規模安定電源で

す。また、昨今エネルギー安全保障への関心が急速に高まってお

り、原子力の高いエネルギーセキュリティの観点もあり、世界的

に原子力への期待が高まっています。

2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、先ずは当社が納

入したPWRだけでなく沸騰水型軽水炉（BWR）も含めた既設原

子力発電プラントの再稼働支援や再稼働後の安全安定運転の

実現などを通じて、原子力発電プラントの安全性向上に努めて

いくとともに、燃料サイクルの確立に向けた取り組みを着実に進

めていきます。さらに、世界最高水準の安全性を実現する革新軽

水炉（次世代軽水炉）を2030年代半ばに社会実装すべく、開発・

設計を推進しています。

加えて、将来の多様化する社会ニーズに応じて、分散型電源であ

既存インフラの脱炭素化

原子力発電

【革新軽水炉（次世代軽水炉）】

3

る小型軽水炉、大量安定な水素製造を実現する高温ガス炉、資

源の有効活用や高レベル放射性廃棄物の減容化・有害度低減に

資する高速炉、離島や災害地向けのポータブル電源としてのマ

イクロ炉について、国の支援を得つつ開発を進めていきます。

長期的には、恒久的な夢のエネルギー源である核融合炉の実用

化にも挑戦していきます。

原子力の継続活用のため、既設原子力発電所の廃止後には新

設・リプレースが必要という認識の下、2030年代の市場投入を

目指して、プルーブンな技術をベースに安全性を高めた革新軽

水炉（次世代軽水炉）の開発を推進しています。革新軽水炉（次

世代軽水炉）は、中型もしくは大型の発電炉を想定しており、あ

らゆる自然災害に対する耐性を強化するとともに、最新の知見

や革新技術を導入し、従来にない新しい安全コンセプトを実現

します。特徴の一つとして、世界で初めてとなる放射性物質放出

防止システムを導入し、万一の事故時にも事故影響を発電所敷

地内に限定します。また、従来炉と比べて出力調整機能も強化す

ることで、再生可能エネルギーの発電量変化等に柔軟に対応可

能な運転性を確保します。当社は、早期実用化に向けた検討に

着手しており、その実現により、将来のカーボンニュートラル社

会とエネルギーの安定供給の両立に貢献していきます。

【小型軽水炉】

革新軽水炉（次世代軽水炉）開発で培った技術を活かして、将来

の多様化する社会ニーズに応えるべく、小規模グリッド向けに小

型軽水炉の開発も推進していきます。当社の小型軽水炉は、主要

機器を原子炉容器内に統合し、一体型原子炉とすることによっ

て大口径配管の破断に伴う原子炉冷却材喪失事故の発生を原

理的に排除するなど、革新的な技術を採用して高い安全性を実

現します。発電出力は30万kWを想定しており、2040年頃の市

場投入を目指して開発を進めていきます。

【高速炉】

国内では、資源の有効利用、高レベル放射性廃棄物の減容化・有

害度低減等の観点から、使用済燃料を再処理し、回収されるプル

トニウム等を有効利用する核燃料サイクルの推進を基本的方針

としており、高速中性子によるプルトニウムの核分裂反応を利用

【マイクロ炉】

マイクロ炉は、離島、僻地、災害地用電源など多目的利用を可能

とするポータブル原子炉として開発を進めています。当社独自の

全固体原子炉として、環境中への冷却材のリークや、それに伴う

事故発生要因を排除した、これまでにない革新的な安全概念を

採用しています。また、燃料交換を長期間不要化し、メンテナン

スフリーで遠隔・自動運転が可能な原子炉の実現を目指します。

【核融合炉】

夢のエネルギーである核融合エネルギーは、世界のエネルギー

問題の解決、地球温暖化対策に貢献できる潜在力を有しており、

当社は国際プロジェクトであるITER計画や発電実証を目指す

原型炉開発計画に取組み、核融合エネルギーの実用化に向けて

研究開発等に取り組んでいます。

世界7極（日本、欧州、ロシア、米国、中国、韓国、インド）が参加す

るITERプロジェクトでは、主要機器であるトロイダル磁場コイ

ル、ダイバータなどの製作を担当しています。トロイダル磁場コ

イルは極めて厳しい製造公差の要求を満足する必要があり、当

社は原子力機器の設計・製作で培った技術力を活かし、世界に

先駆けて製造・出荷を果たし、高い評価を得ています。

当社は、原子力製品の製作で培わってきた技術力を活かし、夢の

エネルギーである核融合炉の開発・実用化に挑戦していきます。

する高速炉を開発しています。

当社は、高速炉実験炉“常陽”や“原型炉”もんじゅ“において、中

心的な役割を果たしてきた実績を踏まえ、2007年に国内実証炉

開発の中核企業として選定されました。また、2018年に原子力

関係閣僚会議にて決定された「高速炉ロードマップ」では、21世

紀半ばの国内実証炉運転開始を目指すことが目標として掲げら

れています。国内実証炉開発に当たっては、国際協調の枠組みも

活用して効率的に開発を進めることが重要であり、従前から取

り組んでいる日仏協調での高速炉技術開発に加えて、米国テラ

パワー社のNatrium炉の開発協調について、22年1月に覚書を

締結しました。

当社は、高速炉の中核企業として、国際協調の枠組みも活用しな

がら高速炉技術に研鑽を図り、21世紀半ばの実証炉実現に向け

て取り組んでいきます。
発電分野のCO2 排出を大幅削減

多様化する社会ニーズに対応
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図9　バイオジェット燃料製造設備

図10　初の実用的なゼロエミッション航空機用パワートレイン｜米国・英国｜ZeroAvia社

ガス化設備 バイオマス
受入・供給設備

バイオマス
供給ホッパ

生成ガス
冷却器

生成ガス
フィルタ

液体酸素・
液体窒素設備

中央操作室 FT合成設備

グランドフレア

分析室

製品タンク

ガス化炉

パイロットプラント全景

バイオマスガス化設備

既存インフラの脱炭素化

バイオマスは、発電やジェット燃料のカーボンニュートラル化へ

の活用が期待されており、バイオマスの混焼・専焼や持続可能な

代替航空燃料（Sustainable Aviation Fuel：SAF）向けバイオ

マスのガス化などの技術を通して、カーボンニュートラルを目指

した燃料転換を提案していきます。SAFは通常のジェット燃料に

比べてCO2排出を８～９割削減できることが期待される持続可

能な航空燃料として、脱炭素の切り札と位置付けられています。

バイオマス
バイオマス・SAF燃料転換4

なお、後述　  グリーンスティールメイキング（製鉄プロセスの脱炭素化）に記載のとおり、当社グループ会社のプライメタルズテクノロ
ジーズ（Primetals Technologies Ltd. : PT社）は、COやCO2を発酵させて化学品やSAF（LanzaJet）にする米国のバイオテック企業

LanzaTech社に出資しています。製鉄プラント（高炉／直接還元炉）などの産業用ガスからCO2を回収し、当該CO2をバイオリアクター

内で微生物がH2と一緒にエタノールなどの高級アルコールに変換、その後LanzaTech子会社のLanzaJet社のプロセスを適用して

SAFに変換します。

11

ZeroAvia社へのエンジニアリング提供

当社グループ会社のMHI RJ アビエーショングループ（MHIRJ）

は、ZeroAvia社の推進技術をリージョナルジェット機に採用す

るため、同社との業務提携を開始しました。民間航空機業界のゼ

ロエミッション開発を牽引するZeroAvia社は、MHIRJ との契

約拡大により、リージョナルジェット機用水素電気エンジンの納

入計画を大きく前進させました。この業務提携の一環として、

MHIRJはエンジニアリングサービス、航空機の統合運用、業界

屈指のOEMメーカーとしてのノウハウを提供し、リージョナル

ジェットに搭載するZeroAvia社製の水素電気パワートレインの

認証取得をサポートします。

MHIRJ

ZeroAvia社は10～20席程度の小型航空機用600kWパワート

レイン「ZA600」の認証取得計画をすでに進めており、2025年

の就航を予定しています。

同時に、2～5MWのモジュール式パワートレインである

「ZA2000」の開発も進めており、2027年までに40～80席の

ターボプロップ機をサポートすることを目標としています。この

技術を拡張した「ZA2000RJ」パワートレインにより、早ければ

2020年代後半にゼロエミッションのリージョナルジェット機で

の空の旅が可能になります。

SAF 100%への取り組み検討

CRJシリーズ航空機は、SAF（Sustainable Aviation Fuel）含有

率50％の燃料の使用がすでに承認されており、MHIRJは、CRJ

シリーズが将来的にSAFを100％使用できるように取り組みを

続けています。SAFが航空業界の脱炭素化のための重要なポイ

ントであることを認識し、当社の航空機によるSAF使用100％を

目指して業界のパートナーと協力していきます。

SAF Sustainable
Aviation Fuel

CRJ Canadair
Regional Jet

図9にバイオジェット燃料製造設備の外観を示します。この設備

で合成された木質バイオマス由来のSAFが、世界で初めて日本

航空の羽田空港から新千歳空港までの航空旅客便に供給され

ました。このプロジェクトは、SAFの国内供給網の構築、普及促

進を見据え、SAFの製造者・利用者が一体となって実施されたも

のです。



17 18

■ 日本国内のCO2排出量の約1/4を占める産業分野（石油化学・製鉄・鉄鋼・セメント等）では、
　 自家発電設備を有しており、その多くはボイラを使用し電力と熱・蒸気を供給するシステム
■ ボイラから再エネ電力への切替のみでは、工場で使用する熱・蒸気の供給ができず、課題

国内自家発用
火力発電設備容量※

国内自家発
21GW

（1,965発電所） ボイラ・タービン
13GW

（608発電所）

ガスタービン
4GW

（300発電所）

エンジン
4GW

（1,057発電所）
自家発向け
CO2削減効果（例） 約28万t/年 約21万t/年 約15万t/年 約0t/年

ボイラ・タービン

天然ガスに燃転

GT水素・アンモニア混焼（30％）

GT水素・アンモニア専焼

ガスタービン・燃料転換

約45％
削減 約60％

削減 約70％
削減

100％
削減

ボイラ・タービン　  GTコジェネ

既設石炭焚
60MW級発電設備
CO2排出量
約50万 t/年

当社は国内自家発シェアNo.1

「熱・蒸気」の供給も考慮した
複雑なプロセスを熟知

既存の「電力」「熱・蒸気」の供給システムを維持し
多様なメニューで脱炭素を実現
・ ガスへの燃料転換、ガスタービンへの置換
・ さらには水素等の脱炭素燃料への転換など

図11　国内産業用自家発向けの脱炭素化

※ 出展： エネ庁電力調査統計（2020年度）自家発電所数、出力

図13　SOFC

図12　電源運用シミュレーションによる既設設備の改造効果評価例

図14　ターボデン社のORC発電ユニット
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Gas-fired

Coal-fired
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Reduction in Total Generation Costs Reduction in RE Curtailment

既存インフラの脱炭素化

日本国内のCO2排出量の約4分の1は、石油化学・製紙・鉄鋼・セ

メントなどの産業分野が占めています。自家発設備においては、

保有設備に必要な電力や蒸気を確保できる一方、現有設備のさ

らなる効率化（省エネ）、脱炭素化と経済性確保のバランスなど

の複雑かつ多岐にわたる課題があります。当社は国内産業用自

家発のシェアNo.1であり、様々な課題に対し、現有の自家発設

備を有効活用しつつ、お客様個別のニーズに即した自家発設備

全体に対するエナジーソリューションを提供します。

具体的な提案として、短期的には自家発設備の改造や更新によ

る高効率化・運用性改善・燃料転換、TOMONIなどのデジタル

ソリューションによるエネルギー利用の最適化や容量市場活用

による余剰電力の利益化、中長期的には水素・アンモニアへの燃

料転換・新設（脱炭素化）までを含む、総合的でサステナブルな

提案をしていきます。なお、容量市場とは従来の卸電力市場

（JEPX）で取引されている「電力量（kWh）」ではなく、「将来の供

また産業セクターにおいても、自社の分散電源技術を用いて脱

炭素化に取り組んでいきます。現在注力しているのが、生活様式

のデジタル化が進み、必要不可欠な社会インフラとなったデー

タセンターです。常時快適なデジタルサービスを提供するために

24時間365日、大量の電力が消費されており、脱炭素化の対象

となっています。データセンターの適地としても知られるシンガ

ポールでは、同国の脱炭素化実現に向けて環境に配慮した新規

エナジーソリューション
Energy Solution Provider（ESP）事業 （図11）5

給力（kW）」を取引する市場で、2024年度から実運用が開始さ

れます。事業用火力やIPPなどの多くが安定電源として容量市場

へ参加しますが、自家発設備を一時的に焚き増してデマンドレス

ポンスを行う発動指令電源も、容量市場に参加することが可能

です。加えて、発電設備の効率的活用に向け、運用最適化、発電

設備の運転代行、資産運用などのビジネスを含むエネルギー総

合サービスのエナジーソリューションプロバイダー（Energy 

Solution Provider：ESP）事業にも取り組んでいきます。当社が

目指すESP事業とは、従来の省エネ・節電・コスト削減対策から、

さらに既設プラントの脱炭素化、TOMONIやエナジークラウド

を活用した運用最適化、余剰電力の活用、熱エネルギー供給事

業や運転保守代行サービスも含めたエネルギー最適化を、ワン

ストップで提供していきます。国内産業用のトップシェア企業と

して、日本の産業分野の脱炭素化に貢献すべく、産業用ビジネス

を強化、拡大する方針です。

性の高いデータセンターが求められており、当社製ガスタービ

ンが生み出すグリーン電力でのデータセンター稼働について同

国のKeppel Data Centresと検討を進めています。サステナブ

ルかつ信頼性の高い発電設備を計画・供給することで社会のデ

ジタル化を支えていきます。この他、大きな産業が集まりCO2排

出量の多い港湾やコンビナートの脱炭素化（Carbon Neutral 

Port）についても貢献していきます。

BESS・SOFC・ORC （図13・図14）6

バッテリーエネルギー貯蔵システム（Battery Energy Storage 

System：BESS）を用いて再エネ増加に伴う系統不安定化の問

題を解消し、エネルギーの脱炭素化と電力安定供給の両立を実

現するほか、固体酸化物形燃料電池（Solid Oxide Fuel Cell:

SOFC）を用いた分散電源のCO2排出削減や、当社グループ会社

であるターボデン社の有機ランキンサイクル（Organic 

Rankine Cycle：ORC）による低温熱利用も進めていきます。

SOFCは、都市ガスを燃料としてCO2発生量の少ないクリーンな

電力および熱を供給し、将来的にはCO2を排出しない水素燃料

への切り替えも可能です。ORCは、低い沸点で気化する有機媒

体を作動流体として稼働させるORCタービンを主機として構成

されており、バイオマスや工場排熱、地熱など比較的低い温度の

熱を活用することができます。最大40,000kW級の発電が可能

で、燃料産出地域以外もしくは水資源に恵まれない内陸部・砂

漠地帯・島々でも容易に導入でき、天候などに左右されにくい安

定した発電ができます。

電源計画・運用シミュレーションによる脱炭素技術の選択

また、発電セクターにおける脱炭素を達成するための技術の選

択は、単に平均化されたコストで比較するのではなく、再エネや

カーボンプライス等の導入影響も考慮した運転条件を想定し、

進めていく必要があります。この課題に対し当社は、地域固有に

構成される発電設備やそれをつなげる送電ネットワークを模擬

したモデルを構築し、将来必要となる電力量に対して、どのよう

な発電種別をどの地点から供給するのが最適か、市場ルールも

踏まえたシミュレーションを行う機能を整備してきました。この

機能により、電源計画の初期段階から最適な技術の選択をサ

ポートし、脱炭素の目標を達成しながら、高い運用性と経済性の

追求、投資に伴うリスク管理を実現します。この分析は、主に、改

造を含む既存設備を前提として運用最適化を検討するものと、

長期の需要を満たすために新旧の技術構成を検討するものがあ

りますが、当社はモデル構築が先行する欧米以外の地域を対象

とした分析実績を積み重ねており、国内外幅広い地域を対象と

した提案が可能です。

Assumptions

Comparison

VS

Power System @ 2030

PV/Wind capacity
(Re10 - 30%)

Normal

Total generation costs

PV/Wind generation
(Reduction of curtailment)

Cost-optimized System

Coal/Gas
with

Flexibility
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図15　Gas to Power

図16　メタン1トン当たりに生成される固体炭素とCO2の概算

CO2排出

CO2除去

グレー水素
水蒸気改質

ターコイズ水素

ターコイズ水素
バイオメタン

5.5 ton-CO2/ton-H2

-3.0 ton-炭素/ton-H2

±0 ton-CO2/ton-H2
カーボンニュートラル

カーボン・ネガティブ

図17　CO2排出量の概算比較

メタン 1トン

0.25トン

水蒸気
2.25トン

0.75トン

0.5トン

2.75トン

ターコイズ水素

グレー水素

大気放出CO2

固体炭素

※ 製造プロセスで発生するCO2の排出や損失は考慮されていません ※ 製造プロセスで発生するCO2の排出や損失は考慮されていません

表4　ターコイズ水素の特徴、商品価値

項目 特徴 商品価値

インフラ、商流
■ 既存の天然ガス、都市ガスインフラを活用可能。
■ 生成される固体炭素は、カーボンブラックなど有価物としての
既存商流あり。

■ トータルコストを低減し、早期実現できる可能性。
■ 地産地消が可能。
■ グローバルサプライチェーン構築が必要な
水素・アンモニアが本格的に導入される前の
　有力なソリューション。

■ 天然ガス、都市ガスのある地域で製造可能で、CCS（地下貯留）
のような貯留場所の制約、再生可能エネルギーのような適地の制約を
受けにくい。

地域性

既存インフラの脱炭素化

東南アジアなどの新興国では、低コストである石炭火力発電が

主流であり、急速な脱炭素化は経済発展の妨げとなります。そこ

で、前段階のトランジション発電燃料として、kWh当たりのCO2

排出量が石炭の半分以下となるLNGが期待されており、LNGサ

地熱発電は、地球内部に存在するマグマの熱エネルギーをその

まま利用するため、地上で燃焼させることがありません。そのた

め、CO2の大気への排出量が極めて少なく、地球温暖化防止に

有効な発電方式です。また、地球内部の膨大な熱エネルギーを

利用する再生可能エネルギーの一つでありながら、天候に左右

されることがなく、火力発電とほぼ肩を並べる高い稼働率もメ

リットの一つです。　

当社はこれまで、主力のフラッシュ式地熱発電タービンを、既に

100基以上、合計出力300万kW以上、世界中の13ヵ国に供給し

ています。

LNGサプライチェーン事業 （図15）7

再生可能エネルギー
地熱発電8

※ バイナリー発電システムは、地熱蒸気で直接タービンを駆動するフラッシュ式と異なり、熱交換器を通して水より

も沸点の低い二次媒体を蒸発させてタービンを駆動する間接システムです。二次媒体として有機化合物を使用す

るため、Organic Rankin Cycle （ORC）と呼ばれています。
ORC Organic

Rankin Cycle

カーボンフリー燃料製造
ターコイズ水素製造

ターコイズ水素の特徴

9

メタンの直接熱分解や熱触媒により、水素製造過程でCO2を排

出しない、いわゆる "ターコイズ水素" およびカーボンブラック

など利用価値の高い固体炭素を製造できる技術の開発が進め

られています。カーボンブラックは、タイヤだけでなく印刷用イ

ンク、塗料、被覆ケーブル、ゴム、乾電池など、様々な製品の原料

として利用されています。

図16にメタンから水素が生成されるマスバランスの概算を示し

ます。ターコイズ水素では、１トンのメタン（CH4）からは、0.25ト

ンの水素（H2）とCO2として大気に放出されない0.75トンの固体

炭素（C）が得られます。一方、メタンを水蒸気改質反応させて得

られるグレー水素では、１トンのメタン（CH4）に対して2.75トン

のCO2を大気に放出してしまいます。

水素製造量1トン当たりに排出されるCO2の量を比較すると図

17になります。ターコイズ水素では固体炭素が固定化されると

すると、CO2は排出されないのでカーボンニュートラルとなりま

す。大気中のCO2を吸収したバイオマスから得られるバイオメタ

ンを用いて製造されたターコイズ水素は、固体炭素が固定化さ

れるとすると、大気中のCO2を削減する効果が得られるので

カーボン・ネガティブとなります。

表4にターコイズ水素の特徴、商品価値を示します。ターコイズ

水素は、既設インフラを活用でき、カーボンブラックなどの商流

もあることから、トータルコストを低減し、早期実現の可能性あ

ります。また、ブルー・グリーン水素に比べて製造地域に制約さ

れにくいので、需要地での地産地消が可能です。グローバルサプ

ライチェーンの構築が必要なグリーン／ブルー水素・アンモニア

に加えて有力なソリューションになると考えられます。

プライチェーン（Gas to Power）の構築を進めていきます。

さらに将来的にはLNGから水素・アンモニアバリューチェーンの

構築へと展開をすることで、経済性と持続性を最大限維持しな

がら、段階的な脱炭素化に貢献していきます。

なお、地下から得られる熱源の温度や量といった条件は各地熱

地点により様々であることから、低温の熱源でも発電可能なバイ

ナリー式発電システム※（ターボデン社製ORC）も手掛けており、

幅広い顧客ニーズに的確に応えることが可能となっています。当

社は地熱発電の導入を通して、世界規模でのサステナブルなエ

ネルギーミックスに貢献していきます。
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図18　モノリスプロセス 図19　米国ネブラスカ州にて運転中の1 万4,000 トン／年の製造プラント

図20　HydrogenPro社 水電解装置

既存インフラの脱炭素化

ターコイズ水素プロジェクト（Monolith社、C-ZERO社）

米国統括拠点であるMitsubishi Heavy Industries America, 

Inc.（米国三菱重工）を通じて、再生可能エネルギー由来電力を

利用した天然ガスのプラズマ熱分解により、CO2排出を大幅に

削減し、水素と固体炭素を取り出す革新的技術を持つ米国の

Monolith Materials, Inc.（モノリス社）に出資しています。図

18にモノリスプロセスを示します。当社グループが戦略的に取

り組むエナジートランジション（低環境負荷エネルギーへの転

また、米国三菱重工を通じて、天然ガスなどに多く含まれるメタンから革新的な熱触媒

を用い水素と固体炭素を取り出す先進的技術を持つ米国のC-Zero Inc. （C-ZERO

社）に出資しています。同社はカリフォルニア大学サンタバーバラ校発のベンチャー企

業で、同技術により水素製造過程でCO2を排出しない、ターコイズ水素の製造が可能

になります。同社の技術を活用した水素の製造・供給分野の可能性を検討するととも

に、製造された水素を活用した発電システムや、水素を活用した産業の脱炭素化を通

じて、脱炭素社会実現に貢献すべく、技術革新をさらに探求していきます。

換）事業における革新的代替技術の一つとして、水素バリュー

チェーンの強化・多様化につなげていくのが狙いです。

2014年には、カリフォルニア州で建設した実証設備において、

カーボンブラック700トン／年の製造実証に成功しています。現

在は、ネブラスカ州で図19に示す1万4,000トン／年の製造プラ

ントを運転中で、カーボンブラック18万トン／年の生産容量を

持つ商用プラントの建設計画も進んでいます。

グリーン水素製造10

水の電気分解で水素を製造する水電解装置の開発・生産を手掛

けるノルウェーのHydrogenPro社に出資し、中核技術となる水

電解装置の技術を持つ同社との戦略的パートナシップを構築す

ることにより、水電解装置と再生可能エネルギー由来の電気を

利用して製造する、いわゆる"グリーン水素"を製造し、製造され

た水素を発電や肥料製造設備、製鉄所などのプラントに供給す

Electric Hydrogen社（EH2）

米国三菱重工を通じて、水をクリーンエネルギーで電気分解しCO2を排出せずに水素を製造するElectric Hydrogen社に出資しま

した。Electric Hydrogen社は、水電解装置分野において、Levelized Cost of Hydrogen（LCOH）を大幅に改善する可能性のある

PEM電解装置の技術を開発しており、インダストリアル、インフラストラクチャー向け大容量（100MW級）の大型クリーン水素装置

の製造を行うことで、商用化を加速させる予定で進めています。

る取り組みを進めていきます。図20にHydrogenPro社の水電

解装置外観を示します。加圧アルカリ槽を用いた水電解技術に

より、単機容量5MW級（水素製造能力2.4トン／日）の大容量水

電解式水素製造装置を開発済であり、現在、高効率化に向けた

開発計画を進めています。

PEM Proton Exchange
Membrane
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図21　水素還元製鉄（HYFORパイロットプラント）

図22　新型電気炉（Quantum EAF）

既存インフラの脱炭素化

【水素還元製鉄】

MIDREXプロセス： 直接還元製鉄について、PT社は鉄鉱石ペ
レットフィードからDRI/HBIを製造するMIDREXプロセスのラ

イセンシーとして、天然ガスを還元ガスとする多数のプラントを

MIDREX社と協働し納入しております。近年、MIDREXプロセ

スは、天然ガスをグリーン水素に完全に置き換えることが可能

となり、水素の供給状況に合わせて段階的に水素投入量を増や

すなど、顧客と水素還元製鉄への移行について協議中です。

HYFORプロセス： PT社は、あらゆるグレードの鉄鉱石の（微）
粉鉱を、さらなる処理なしに直接投入可能な水素ベースの直接

還元製鉄HYFOR（Hydrogen Fine Ore Reduction）プロセス

の開発も実施中です。当該プロセスは、水平流動床ベースで還元

ガスとして水素を使用し、プロセス温度が低く高効率で、かつ鉄

鉱石のペレット化設備が不要であることが特徴です。2021年に

はパイロットプラントが稼働し、各種鉄鉱石の品質適合性を確

認しており、大型化に向けて最適なパラメータを検討中です。

HyREXプロセス： PT社は、90年代後半に粉鉱（Hematite、 
Sinter Fines）を原料とする直接還元製鉄プロセス（Finored）

を開発し、2000年代前半には天然ガスを還元ガスとする商業プ

ラント2基を納入済みです。近年HyREXプロセスを水素（～

100％）で稼働させるための開発を実施中です。

【再生可能エネルギーの利用】

鉄スクラップのリサイクルと溶融は、再生可能エネルギーで駆動

することで最も低いカーボン・フットプリントを実現します。PT

社の新型電気炉QUANTUM EAFは、現時点で最もエネルギー

効率の高い電気炉であり、鉄スクラップを装入・溶融する前に、

電気炉の排ガスにさらすことで効率的にスクラップを予熱可能

です。また、鉄スクラップは供給量が限定的でかつ不純物が含ま

れるため、高級鋼の生産に制約となりますが、PT社が開発した

Fusion EAFは、最終製品の品質に合わせ、鉄スクラップ、

DRI/HBI、溶銑の混合比率を最も柔軟に変更可能な電気炉で

す。さらに、近年の電気炉大型化に伴い大量の電力を消費するこ

ととなるため（最大300MW程度)、系統障害を最小化し、電力効

率を最大化することが不可欠ですが、PT社は、無効電力を最小

限に抑え、力率を大幅に改善した、大型電気炉（高電圧・大容量）

向け電源システムの構築に適したソリューションActive Power 

Feederを提案しています。

【高炉/直接還元炉＋CCUS（炭素の回収と利用・貯蔵)】

高炉プロセスの割合が減少し、水素還元製鉄が運開したとして

も、2050年以降も高炉の割合は一定程度維持されると思われ

るため、高炉ベースの製鉄プラントの排ガスからの炭素を回収、

利用、貯蔵する（CCUS）ことが必要となります。

CO2回収と貯蔵（CCS）については、PT社は三菱重工エンジニアリ

ングと協働し、同社のCO2回収プロセス（KM CDR ProcessTM）を

鉄鋼業界に適用していきます。先行してCCSを展開しつつ、前述

のバイオ発酵技術によるCO2再利用とあわせ2030年頃までに

CCUSを商用化予定です。

また、回収したCO2の再利用（CCU）については、排ガス中の炭

素をバイオエタノールやバイオ燃料等に変換する独自のバイオ

発酵プロセスを開発している米国バイオテクノロジー企業

LanzaTech社と提携しています。PT社は2014年から

LanzaTech社にマイナー出資しており、また同社と協働しベル

ギーの顧客の高炉プロセス向けに取り組む商業規模ベースの

CO発酵プラントの実証プロジェクトは2022年に運開予定で

す。中期的には、製鉄プロセスの排ガスをCO2/H2発酵により航

空燃料（SAF）の製造に適用することも目指しています。

（P15参照）

グリーンスティールメイキング（製鉄プロセスの脱炭素化）11

現在、鉄鋼業界から排出されるCO2は世界全体で約9％に相当します。その中でも高炉による製鉄プロセスは、鉄鋼1tあたり約2.0tの

CO2を排出する最大の要因となっています。Net Zeroのグリーンスティールを実現するためには、中長期的には以下3通りの製鉄プロ

セスに集約されると言われています。

■ 水素還元製鉄： 還元ガスとしてグリーン水素（天然ガスを代替）を使用する直接還元製鉄

■ 再生可能エネルギーの利用： 電気炉（EAF）等を利用し、鉄スクラップや直接還元鉄（Direct Reduced Iron：DRI/ Hot 
     Briquetted Iron：HBI)を溶融・製錬

■ 高炉/直接還元炉＋CCUS： 高炉や天然ガスベースの直接還元炉のプロセスから排出されるCO2を回収し、貯留/再利用

プライメタルズテクノロジーズ（Primetals Technologies Ltd.：PT社）は、製鉄プロセスの脱炭素化を実現するグリーンスティール・ソ

リューションのリーディングカンパニーであり、これら3通りの製鉄プロセス全てに対応しています。

SMELTER（新型溶錬炉）： 低品位の鉄鉱石活用に対応するPT
社の戦略的革新技術の一つであり、電極からのショートアーク

放電による還元雰囲気下で操業し溶融と製錬を行う電気炉で

す。従来の高炉に代わり、上記の直接還元製鉄プロセスからの

DRI/HBIを、溶鋼（グリーンホットメタル）に変換可能です。

グリーンスティール（製鉄）
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図23　事業開発マップ (世界各国 水素・CO2プロジェクト)

図24　事業開発マップ (米国での水素プロジェクト)

図25　Advanced Clean Energy Storageプロジェクト概略図 図26　水素製造・貯蔵プラントのイメージ

図27　Entergy社と合意書に調印

エクイノール社と低炭素技術協業
協業検討のワークショップ進捗

ハンブルク水素プロジェクト
パートナー間で協業合意書締結

Eni/NextChem社CO2回収
イタリア初のCCUS実証

南オーストラリア州グリーン水素・アンモニア事業
FEED※2作業進捗中

TCM社でのCO2回収実証試験
KS-21TMが経済産業大臣賞受賞※1

トタルエナジーズ社とLCO2船
共同検証で合意

Suez社と産業向けCCUS
検討に向けMOU締結

Puget Sound Energy （2021年4月）
同社目標「2045年までにBeyond Net Zero 
Carbon」達成のための戦略・プロジェクト開発

Advanced Clean Energy Storage
Project （2022年6月）

米国エネルギー省が、グリーン水素の製造・
貯蔵プロジェクトへ5億ドルの融資保証供与

El Paso Electric （2021年10月）
同社目標「100％ carbon-free energy mix」達成の

ための戦略・プロジェクト開発

Capital Power （2020年12月）
天然ガス焚M501JAC形GTを受注

Entergy （2020年9月）
同社目標「2030年までにCO2半減（2020年比）」
達成のためのプロジェクト開発

英国産業クラスター
FEED※2作業進捗中

アルバータ州セメントプラント低炭素化
CO2回収の案件形成調査を実施

テキサス州LNG液化プラント向けCO2回収
CO2回収の案件形成調査を実施

Infinium社エレクトロフューエル
日本国内市場展開の協業検討

Drax社とのBECCS適用
ライセンス契約締結

アルバ社とのCO2回収プロジェクト
アルミ業界におけるCO2回収技術検討

Texsas Brine （2021年5月）
岩塩層を活用した水素ハブ開発に関する
覚書締結

DT Midstream （2021年11月）
発電・輸送に加え、製鉄・精油・肥料製造など
産業用途への水素供給プロジェクト開発
（開発に関する覚書締結）

水素

CO2

協業

ガスタービン

再エネ電力

水素
電気

水電解装置

水素貯蔵

水素焚きガスタービン

地下岩塩空洞への
エネルギー貯蔵

需要家

※1 Hydrogen-based fine-ore reduction
※2 Front End Engineering Design　 EPCの前段階として設計を通して技術的課題や概略費用などを検討

水素エコシステムの実現

水素エコシステムの実現には、水素を「使う」だけではなく、「作

る」「貯める」「運ぶ」のバリューチェーン全体での取り組みが必

要です。そのためには顧客、株主、パートナーなど当社のステー

クホルダー、そして社会全体に対して、三菱重工グループの水素

技術の実現性と可能性を世間に浸透させ、水素エコシステムの

実現性を高めていくことが重要です。

米国のAdvanced Clean Energy Storageプロジェクトは、再

生可能エネルギーを利用した水の電気分解により取り出した水

素をユタ州の岩塩空洞に貯蔵して、発電をはじめとするエネル

ギー生産に活用する事業です。当社は、岩塩空洞の開発・運営会

社であるMagnum Development社と共同で、100%再生可能

エネルギー由来では世界最大級となるこのグリーン水素ハブの

開発を進めています。この貯蔵施設では、220MWの水電解装置

を使って、1日あたり最大100トンの水素製造を実現します。

カーボンフリー燃料サプライチェーン事業
水素・アンモニア供給事業

ここで製造・貯蔵した水素は、ユタ州で発電事業を行う

Intermountain Power Agencyが建設を進める、当社製

M501JAC形ガスタービンを中核とする840MW級GTCC発電

所（IPP Renewed Project）に供給されます。この発電所は、

2025年に水素混焼率（体積比による混合比率）30％で運転を開

始し、2045年までに水素100％での運転を目指します。

図23、24に、水素・CO2の事業開発マップを示します。エナジー

トランジション&パワー事業本部では、製品群のバリューチェー

ン上流に位置する水素・アンモニアなどCO2フリー燃料の製造

や供給事業に対して、当社グループのコア製品の強みを活かし、

先行する地域での事業開発などに参画して社外との協業を推進

し、実用化を目指します。

グリーン水素プロジェクト （図25・図26）米国

2020年9月、米国南部4州（アーカンソー州、ルイジアナ州、ミシ

シッピ州、テキサス州）におけるEntergy社のユーティリティ事

業に関し、同社フリートの脱炭素化に協力するMOUに調印しま

した。Entergy社と協力し、水素ガスタービン・コンバインドサイ

クル発電プラントの開発のみならず、カーボンフリー電力による

水素の製造・貯蔵・輸送、大容量バッテリーによる蓄電システム

の検討など、包括的に事業に取り組みます。

Entergy社との協業 （図27）米国

先進的クリーンエネルギー貯蔵事業

Entergy社の脱炭素化
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Green H2

Blue H2

再エネ由来水素
液化水素／メチルシクロヘキサン 発電

輸送

家庭利用

その他産業
（製鉄／製油など）

水素

水素

水素

アンモニア

窒素ガス

合成燃料／工業原料

CO2 CO2 回収

水素の輸送

CO2回収・利用CO2回収・貯留を伴う
化石由来水素

CH4 + 2H2O → CO2 + 4H2

H2

H2

H2

NH3

LH2/MCH

CH3OH/CH4

N2

製造 輸送 利用

図30　ゼロカーボンハンバー

図28　H2Uプロジェクト

図31　水素キャリアのサプライチェーン

図29　ドイツ  グリーン水素プロジェクト

水素エコシステムの実現

豪州でグリーン水素・アンモニア事業開発を行う事業会社

Hydrogen Utility（H2U）社のホールディング会社であるH2U 

Investments社へ出資し、同社の事業検討に参画しています。同

社は最初のプロジェクトとして、豪州南部のエアー半島において

再生可能エネルギー由来電力を活用した水電解による水素製

造プラントと、そこで生成した水素を活用したアンモニア製造プ

ラントの建設および水素ガスタービンの実証を行うプロジェク

トを計画しており、2023年以降のグリーン水素・アンモニア生産

開始を見込んでいます。当社は、設計仕様検討の段階から検討に

参画し、水素ガスタービンや水素コンプレッサなどの主要機器

供給も視野に入れ、このプロジェクトを推進します。

グリーン水素・アンモニアプロジェクト （図28）豪州

日本では再生可能エネルギー資源が得られにくく、CO2を貯留

できる場所も限られるので、海外の再生可能エネルギーの豊富

な地域やCO2を貯留できる地域で安価な水素を製造し日本に輸

送することが検討されています。輸送の方法として、液体水素、ト

ルエンに水素を結合したメチルシクロヘキサン（MCH）、大気中

水素キャリアサプライチェーン （図31）日本

の窒素と水素を結合したアンモニア、回収したCO2と水素を反

応させて得たメタンなど様々な方法が検討されています。エナ

ジートランジション&パワー事業本部では、日本で構想されてい

る様々な水素キャリアにも対応できるガスタービンを主とする

利用技術の開発を進めています。

Shell社、ハンブルク電力公社とコンソーシアムを組み、ドイツの

ハンブルク港近傍にある閉鎖予定の石炭火力発電所跡地を活

用し、再生可能エネルギー由来の電気を利用して水電解装置で

水素を製造する、いわゆるグリーン水素を製造・供給・利用する

事業の実現可能性を共同で検討します。100MW規模の水電解

プラントを建設することに加え、将来の拡張も視野に入れて同

拠点をCO2排出などの環境負荷が少ないクリーンエネルギーの

中心地（グリーンエネルギーハブ）として発展させていくことを

狙いとしています。また、洋上風力などの再生可能エネルギー電

源をベースに、将来的にどの程度のクリーンエネルギーを生産・

供給できるかについても検討する予定であり、これに関連し、必

要な水素の供給網整備や貯蔵能力などについてもさらなる検討

が実施されます。

グリーン水素プロジェクト （図29）ドイツ

英国の東海岸にあるハンバー川流域で進められている、同国内

最大規模を誇る産業クラスターの脱炭素化事業計画に参画しま

す。本事業計画は、Equinor社などグローバルに事業を展開する

脱炭素化関連産業の14企業・機関が、天然ガスから製造した水

素の活用やCO2の回収・除去技術を駆使することにより、2040

年までに同産業クラスターにおけるCO2排出実質ゼロ達成を目

指します。当社は、域内電源である天然ガス焚きガスタービン・コ

ンバインドサイクル（ソルトエンド発電所）で稼働している当社製

ガスタービンの燃料を水素に転換する、技術検討とフィージビリ

ティ・スタディー（事業性調査）を手掛けていきます。

水素焚き転換プロジェクト （図30）英国

ハンブルグ水素プロジェクト

南オーストラリア州
グリーン水素・アンモニア事業

ゼロカーボンハンバー
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図35　水素ステーション向け液体水素昇圧ポンプ

図34　水素コンプレッサパッケージ（イメージ）

一軸多段式 ギアド式

図33　HTTRを用いた水素製造実証事業（イメージ図）

水素製造プラント

計画中

HTTR

原子炉
高温隔離弁

図32　コージェネ用ガスエンジン

水素エコシステムの実現

運輸分野における脱炭素化に向け、燃料電池自動車（FCV）の導

入拡大が期待されており、その燃料である水素の供給ステー

ションを整備が今後必要となってきます。経済産業省が策定し

た「水素・燃料電池戦略ロードマップ」では、日本国内に水素ス

テーションを2030年までに900ヶ所設置することが計画されて

おり、現行の水素ステーションの圧縮機昇圧型に比べて、エネル

ギー消費量を抑えることができ、さらに専有面積の省スペース

化や設備・ランニングコストの低減が可能な液体水素昇圧ポン

プの需要が増大してくる見込みです。

当社は、水素ステーション向けに新たに90MPa級の超高圧型液

体水素昇圧ポンプを開発しました。この超高圧液体水素昇圧ポ

ンプは往復動ポンプ構造であり、引火性雰囲気でも自らが引火

源とならない防爆仕様を備えたモーターによる駆動（流量コン

トロールを容易にするインバーター制御）方式を採用していま

す。また、気化しやすい極低温流体である液体水素を取り扱うた

め、吸い込み部を真空断熱容器で没水するサブマージ型として

います。さらに、これまで当社の実績では40MPa程度だった液

水素ステーション向け液体水素昇圧ポンプ （図35）日本

体水素昇圧ポンプの圧力を90MPaまで高めたことで、短時間に

より多くの水素燃料をFCVに充填することができます。現在、耐

久試験等を実施しており、2023年頃の商用化を目指します。

当社は、宇宙ロケットや舶用LNG開発などで培った極低温技術

をベースに新たなソリューションを展開し、環境にやさしい水素

社会の実現に貢献していきます。

水素発電をはじめ、車両燃料や家庭熱源といった裾野の広い水

素需要が拡大すると、水素を大容量で扱う場面が増えていきま

す。水素製造、輸送・貯蔵、利用の各工程で昇圧が必要で、大容量

の水素を効率よく昇圧する高圧力比のコンプレッサは水素社会

を実現するためのキーコンポネントとなります。水素は地球上で

最も軽い気体（分子量2）で圧縮しにくいため、経済的に効率よく

昇圧するにはインペラ（羽根車）の回転数を可能な限り速く（高周

速化）する必要があります。また、水素には材料を脆くする特性（水

素脆化）があるため、水素コンプレッサには、脆化に耐える材料選

定と高周速化の両立という高い技術力が要求されます。

当社の遠心式水素コンプレッサは、水素の昇圧に高周速インペラ

を適用することで、1ケーシングあたりの圧力比を上げ、機器をコ

ンパクトかつ軽量化、水素プラントの商用化に伴い大容量化して

いく際にも、設置面積を最小限（当社比30%）に抑えることが可能

です。コンプレッサトレンは、モータとコンプレッサをパッケージ化

することで、シンプルなシステム構成を実現します。また僻地での

利用を想定しメンテナンス性を考慮して、メンテナンスにかかる

時間も短縮します。さらに長時間の連続運転が可能です。

当社では、2,600台以上のコンプレッサ製造の実績のもと、高速の

遠心コンプレッサ技術を用いた水素リッチガスを昇圧するコンプ

レッサを提供しています。さらに純度の高い水素に対応すべく、超

高速の一軸多段式、ギアド式コンプレッサの提供にむけた取り組

みを進め2020年代半ばまでにリリース予定です。

水素コンプレッサ （図34）日本

高温ガス炉は、炉心・燃料の構成材に耐熱性の高い黒鉛（減速材）や炭化ケイ素（SiC）のセラミック材料（燃料被覆）を、核熱を取り出す

冷却材に化学的に安定なヘリウムガスを用いることにより、軽水炉（300℃程度）に比べてはるかに高温（～950℃）の熱を取り出すこ

とが可能な原子炉です。また、万一の事故時にも炉心内の熱を原子炉外表面から自然に放熱・除去でき、炉心溶融を起こさない”固有

の安全性” を有する安全性に優れた原子炉です。当社は、高温ガス炉の高温の核熱を利用して、大量かつ安定的な水素製造を可能とす

る高温ガス炉プラントを開発し、産業界の脱炭素化に貢献していきます。

原子力（高温ガス炉）の高温熱を活用した水素製造

高温ガス炉水素製造実証事業への参画 （図33）

2022年4月、当社は日本原子力研究開発機構（JAEA）と共同で、

2030年代前半の実用化を目指し、高温ガス炉を活用した水素

製造技術の実証事業を開始しました。本事業では、JAEAが有す

る高温ガス炉試験研究炉（High Temperature engineering 

Test Reactor：HTTR）に水素製造設備を新たに接続して、高温

ガス炉から得られる高温核熱を利用することで、水素を安定的

に製造できることを実証する計画です。

日本

東邦ガス株式会社とMHIETは、コージェネレーションシステム

（コージェネ）用のガスエンジン商品機を用いた都市ガス・水素

混焼実証に共同で取り組み、定格発電出力、水素混焼率35％（体

積比）での試験運転に国内で初めて成功しました。

本実証は、既にお客様に設置済みのコージェネに対し大幅な改

造を加えることのない範囲で都市ガス・水素混焼運転を実現す

るための知見獲得を目的に、東邦ガス技術研究所（愛知県東海

市）において、MHIET製ガスエンジン商品機を用いて行ったもの

です。都市ガス・水素混焼においては、異常燃焼（バックファイア、

ノッキング、プレイグニッション）の発生が課題となりますが、空気

と燃料の投入比率の調整等により、安定した燃焼状態での運転

を確認しました。さらに水素混焼率を高めるための研究を継続

し、水素利用技術の進展と水素社会の実現に貢献していきます。

コージェネ用ガスエンジン商品機で都市ガス・水素混焼の試験運転に成功日本
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2020 2030 2050

世界のCO2回収量
0.4億トン

CO2を出す量と回収する量が同じ
＝カーボンニュートラル
43～130億トン

世界のCO2排出量
400億トン 排出量

低減

回収量
増加

カーボン
ニュートラル
達成

※ 主要レポート（McKinsey 1.5℃シナリオ、IEA Net Zero by 2050、 IEA SDS、 IPCC等）
 　を元にした当社まとめ

CO2

図36　世界のカーボンニュートラル達成シナリオ

図37　ブリーズ・コンセプトのビジョン

二酸化炭素を
とじこめる

二酸化炭素を
つなぐ

二酸化炭素を
活かす

回収する 運ぶ 利用する 貯留する

図38　当社CCUS事業領域

CO2 エコシステムの実現

2020年時点で年間約400億トンと言われる世界のCO2排出を、2050年までに完全なゼロに抑えるためには、現在推進している様々な

施策に加えて、年間約40億トンから130億トンのCO2排出量を回収する手立てが求められます。

当社のCCUSビジネスコンセプトを「ブリーズ（そよ風）」コンセ

プトと呼んでいます。これは、地球の温度上昇を可能な限り低く

抑えることにより22世紀以降の子供達に涼しいそよ風を残そ

う、という趣旨でつけた名前です。このブリーズ・コンセプトのビ

ジョンは「CO2を解決する。Solving CO2 for Good.」です。世界

各国が合意した大義のために、CO2に関する技術、ビジネス、社

会貢献など様々な面で、今できるあらゆる手段を推進する、それ

がブリーズ・コンセプトのビジョンです。

COP21にて通称「パリ協定」として合意された、世界の平均気温

上昇を産業革命以前に比べて2℃より十分低く保つ「2℃目標」

とともに、1.5℃に抑える努力を追求する「1.5℃目標」では、カー

ボンバジェットと言われる、排出しても良い累積のCO2の総量が

定められました。1.5℃目標でのカーボンバジェットは（現在から

1.5℃上昇に至るまで）4,000～5,000億トンで、2℃目標での

カーボンバジェットは11,500～13,500億トンとされています。

仮に毎年400億トンのペースでCO2排出が進むと、1.5℃目標な

らば10年、2℃目標ならば30年で到達する計算になります。

そこで、CO2排出を減らすことと並行して、CO2を能動的に回収

しそれを処理することにより、2050年の年間43～130億トンも

のCO2排出量を差し引きゼロ（「Net Zero」）にさせるという考え

方がCCUSとなります。CCUSとはCarbon dioxide (CO2) 

ブリーズ・コンセプト

CO2NTAIN ・CO2NNECT ・CO2NVERT

ブリーズ・コンセプトでは当社の事業領域を3つに定めてカテゴ

リー分けして、それぞれに注力しています。頭にCOが付く英単語

をもじってCO2NTAIN、CO2NNECT、そしてCO2NVERTとし
ています。CO2NTAINは「とじこめる」。即ちCO2回収や回収し
たCO2の貯留です。CO2NNECTは「つなぐ」。未だ立ち上がって
いない当社を含むCCUSのバリューチェーンやサプライチェーン

におけるプレーヤーをつなぎます。当社はCO2の液化輸送船、コ

ンプレッサ、液化装置、ガスホルダー、港湾設備などのエンジニ

アリングを有します。また、CCUSをグリッドとしてデジタルにつ

なぐプラットフォーム「CO2NNEX」にも取り組んでいます。さら

にCO2NNECTでは装置や技術に留まらず、当社はCCUSの事業

そのものとしてCO2の回収やアグリゲーション、輸送、需要供給

のマッチング、中間貯留や最終貯留などのソリューション・サー

ビスへの参入を進めています。CO2NVERTは「いかす」。静脈産
業として厄介ものとされるCO2に、価値を見出し、流通させます。

CO2の価値は、カーボン・リサイクルにおける材料としての資源、

カーボン・クレジットのような削減し認証されることで得られる

環境価値、そして補助金やカーボン・プライシングのように削減

する行為や排出してしまうこと自体で換算される正や負の金銭

的価値などです。当社では、カーボン・リサイクルによる肥料製

Capture, Utilization and Storageの略で、CO2回収、利活用

および貯留のことです。図36の下側の曲線棒グラフの拡大に対

して、貢献する事業活動が、当社のCCUS、CO2エコシステム実

現に向けた施策となります。

CCＵSは2025年頃より本格的な商用立ち上がりが見られます。

制度として初期投資やオペレーションに対する補助金、CO2の

輸送・貯留の規制料金、CO2固定量に応じた税制控除、カーボ

ン・リサイクル燃料などCO2利活用に対する補助金、さらに企業

の投資を促すことにつながる比較的高いカーボン・プライシン

グや炭素国境調整メカニズム等が整った英国、欧州、米国、カナ

ダにおいて、大型のCCＵSプロジェクトが発表されています。こ

れらの国々では、既に実用化されているCO2を利用した石油増

進回収（Enhanced Oil Recovery：EOR）を除いて、CCSから始

まり、整備されるCO2流通網を活かす形でCCUが形成されてゆ

き、CCUSに発展していくと考えられます。

また、日本では、2022年にJOGMEC法改正をはじめとして、制

度設計やグリーン・イノベーション基金等の補助金制度が動き始

め、これからCCSやCCUの検討が本格化します。2030年を目途

に商用のCCSが国内貯留地として開始することが、長期CCS

ロードマップの中間報告に記載されました。一方で、カーボン・

リサイクルには世界に先駆けて力を入れており、既にCO2吸収型

コンクリートの開発や、化成品へのCO2原料利用の実用化が始

まっています。日本は、CCUから始まり、CCSが整備されると、

CCUSに発展していくという流れになると考えられます。

造、炭酸ジメチル製造、メタノール合成といった自社技術に加え、

合成燃料e-Fuel製造、微細藻類を使った各種ケミカル品の生成

など新しい領域の技術を開発するスタートアップ企業への投資

を行っています。さらに、上述のCO2NNEXによりCO2の需要側

と供給側を効率良くつなぐことでCO2利活用、CCUの拡大に貢

献します。CO2NNEXでは、カーボン・クレジットとの連携や、透

明性有るデータとしてCCUSによる環境貢献を定量的に証明

し、認証機関につなげることで価値に転換するという試みも進

めています。

当社は、2023年にまでには既存のCO2回収技術に加えて、新た

な排ガス源からのCO2回収技術を上市させ、さらに液化CO2

（LCO2）の長距離大量輸送技術などの開発もすすめることで、テ

クノロジーによりCCUSバリューチェーンの構築をリードしま

す。また、CO2NNEXの実際のCCS/CCU/CCUSへの適用検討

のデジタル実証を2022年から進めており、フィジカルCCUSの

商用立ち上がりに完成したプラットフォームの実装を提供しま

す。またCCUSソリューション・サービス事業に関しては、輸送、

貯留、利活用などの有力企業とのパートナリングや独自のサー

ビスを産み出すことで、製造業に留まらないCCUSへの関与の

仕方を模索します。

CO2に関して、人為的発生分と、大気保有分を劇的に削減し、
地球のエコシステムにやさしいリサイクルを強化する。
21世紀のできるだけ早い時期にネットゼロ社会に到達にするための、
今、取り得るあらゆる手段を推進する。
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図39　KM CDR ProcessTM プラント構成表5　CO2回収技術

排ガスからの
CO2回収
難易度

CO2回収設備規模

高い

普通

小型 大型

船舶 採用実績

FS・検証

開発製鉄

セメント

石炭火力発電

バイオマス発電

ごみ焼却設備

小型ボイラ・炉

ガス火力発電

LNG液化

化学プラント

ガスエンジン

図40　当社がCO2回収適用検討を進める様々なCO2排出源

技術カテゴリー※ 特徴 開発状況 企業

化学吸収法
（液体吸収）

・ CO2を液体中に溶解させ分離し、吸収液中の成分と反応させ吸収
・ 排ガスからの分離に適する
・ 大型の実績（1日5000トン）がある
・ 一般にアミン系溶媒が用いられることが多い

MHI, Shell, Fluor, 
Aker, Carbon Clean,

Toshiba

Air Liquide, Air Products, 
Svante, CO2 Solutions

Air Liquide
MTE

■ 商業化済
　 設備の大型化、材料開発、低エネルギー化、技術適用範囲の
　 拡大が焦点

■ 天然ガス用には商業化済
■ 高分子膜など新しい技術はパイロット試験段階が多い
　 材料開発が焦点

■ 商業化済
　 吸収液の開発や設備（初期費用や運転コスト）のコストダウン、
　 技術適用範囲の拡大が焦点

・ 固体の吸着剤表面や細孔にCO2分子が吸着する方式
・ 吸着後は熱や圧力により、吸着したCO2を脱着する
・ 吸着剤として有名なものは、活性炭、ゼオライト等があり、
宇宙ステーション等にも使用される

・ 浸透圧による分離方式
・ 高圧、高濃度ガスからの分離に適する
   （排ガス等からのCO2回収は不利）

固体吸着法

膜分離法

冷却水

冷却塔

吸収塔

再生塔

冷却水スタックから

冷却水

蒸気

リボイラ

冷却水

CO2

1排ガス温度を常温近く
（45°C/113℉以下）まで冷却

4 CO2回収後の吸収剤は再生塔
の上部へポンプで送られる

5吸収剤を蒸気で加熱してCO2を分離
純度99.9%の高純度のCO2として回収
し、吸収剤を再生する

2 排ガスが吸収塔下部から吸収塔
上部へ上昇する際、充てん材を通過 3 充てん材の上部からKS-1TM吸収剤が

むらなく散布され、CO2を90％以上回収

※ 現在主要なCO2回収技術より商用化観点にて3つのカテゴリーを選択し表示

CO2 エコシステムの実現

CO2は、大きく3つの排出源から回収されます。一つは石油や天然ガスの採掘時に随伴して含まれるCO2を分離・回収するもの。次に化

学プロセス等の際に発生するCO2を分離・回収するもの。そして化石燃料や炭素成分を含む燃料を燃焼させた際に発生する排ガスに

含まれるCO2を分離・回収するもの。当社は、2点目のプロセスからと3点目の排ガスからのCO2回収において、1990年代からの商用実

績を有し、2022年現在商用稼働するCO2回収量では世界トップレベルのシェアを持ちます。回収技術としては下表5に纏めています。

当社はその中で、化学吸収法と呼ばれる技術に強みを持ちます。

CO2回収装置 （CO2NTAIN）

関西電力と共同で開発した「KM CDR ProcessTM」は、他の既存

技術と比較してエネルギー消費が30%低減できます。このプロ

セスは、独自のアミン系CO2吸収液「KS-1TM」を使用しているた

め、CO2の吸収・分離効率に優れます。そのため、お客様のCO2

回収装置の運転コスト低減に貢献します。また、新たに開発した

プロセス「Advanced KM CDR ProcessTM」および吸収液

「KS-21TM」は、「KS-1TM」に比べてさらにCO2吸収・分離効率が

向上するのに加え、運転中のCO2吸収液の劣化も少なくなりま

す。当社ではこのようにCO2回収技術のたゆまぬ向上に努めて

います。化学吸収法を使ったKM CDR ProcessTMは図39の様な

プラント構成となります。図中左側からくる排ガスを冷却し、そ

の排ガスが中央の吸収塔に入り、その中でアミン系CO2吸収液

と触れ合うことで吸収液にCO2が取り込まれます。CO2が取り

込まれたアミン系CO2吸収液は、図中右側の再生塔の中で温め

られることによりCO2を分離（再生）します。このように分離され

たCO2は再生塔上部より取り出し、圧縮されて次のプロセスに

運ばれます。取り出されるCO2純度はほぼ100%で、排ガスから

のCO2回収率は設備によっては99%を超えることも可能になり

ます。

https://www.mhi.com/jp/news/211019.html

当社の得意とする排ガスからのCO2回収は、火力発電所だけではなく、下図40のように多様な排出源にその技術の適用を展開してい

きます。ごみ焼却施設、LNG製造施設、製鉄所、セメント工場、化学プラント、そして船舶などです。これらは前章までのCO2排出を削減

したり燃料転換により排出自体が無くなったりする努力をしても、どうしてもCO2排出が残ってしまう産業ということで「削減しにくい

産業（hard-to-abate industries）」と称されます。それぞれの排出源は、排ガスに含まれる微量成分や、排ガス温度、設置スペースと

いった諸条件により難易度が違います。また、回収量も一日数万トンといった超大型のものから、一日数百キロという超小型のものま

で多様です。当社は、市場性を見ながらオールラウンドに回収技術を適用できるように開発を続けています。
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図43　CO2コンプレッサ

一軸多段式 ギアド式

図41　CO2輸送の全体像
　　　 出展： Fact Sheet Transporting CO2, Global CCS Institute

図42　LCO2船（イメージ）

図44　CO2NNEXのイメージとPR動画

CO2 エコシステムの実現

各産業設備から排出されるCO2や、回収装置で回収されたCO2

をパイプラインで輸送し、貯留サイトに貯蔵するにはCO2ガスを

効率よく昇圧する必要があります。当社では一軸多段式、ギアド

式のCO2コンプレッサを有し、容量や用途、貯留サイトに合わせ

た最適なソリューションを提案しています。一軸多段コンプレッ

サは複数のインペラを１つのケーシング内に保持する構造で高

圧化に適しています。高ボス比インペラ、高減衰シールを適用

し、高圧下での回転軸（ロータ）の安定性を実現しています。

CO2コンプレッサ

ギアドコンプレッサは、各インペラの回転数を最適化、各段の中

間冷却器で高効率化が可能です。2017年に世界最大級のギア

ドコンプレッサを米国ペトラノヴァ炭素回収プロジェクト（Petra 

Nova Carbon Capture Project）に納入した経験にもとづき、

現地据え付け作業日数を最小化し、プラントの建設期間の短縮

に向けて、コンプレッサと周辺機器とのコンパクトモジュール化

を進めています。

CCUSでは大量のCO2を輸送する必要があります。その量は、例

えば英国ハンバーのCCSにおいてはパイプラインで年間最大約

2,800万トンのCO2を移送し貯留サイトへ貯蔵する計画です。パ

イプラインは、世界的にCCSの計画においては、最も一般的な方

法です。CO2のパイプライン自体は、2022年現在未だ天然ガス

等の移送のパイプラインほど多くはありませんが、米国ではすで

に延べ6,500kmにおよぶCO2パイプラインを有しており、今後

さらに建設される計画です。一方で、パイプライン敷設のための

土地収用が難しいケースが多く、敷設工事により別の環境汚染

を発生させる恐れがあり、また柔軟な移送ルートを選択できな

い、といった課題があります。

少量のCO2輸送には、現在と変わらずトラックや鉄道輸送が使

われます。それらは、高圧ガスタンクあるいはLCO2タンクでの

輸送となります。また、ドライアイスのコンテナ輸送ということも

実施されています。これらトラックや鉄道一輛での輸送量は限定

的で、数トン～数十トンとなります。一方で、CCUSのように年間

液化CO2輸送船（LCO2船）

数百万～数千万トンのCO2を輸送するには、トラックや鉄道で

その全てを受け持つことは非常に困難です。

そこで、超大量のCO2を、例えば数千kmの長距離を輸送するた

めには、現在一次エネルギーの輸送で使われるような、大型の輸

送船が必要になります。現在は欧州において食品添加用CO2の

輸送用に2,000トン以下1,000トンクラスの小型LCO2船が使用

されていますが、当社では、今後、一次エネルギーの輸送に使わ

れるような大きさの大型LCO2船の需要が必ず高まると想定し

ています。大規模排出エリアで例えばパイプラインで集積された

CO2が港湾部で液化され、それがLCO2船により貯留サイトまで

輸送されて地下注入される、またはLCO2を利活用するコンビ

ナートへ運ばれて、資源リサイクルとして使われることが考えら

れます。

当社では、LCO2船に必要となる様々な技術や、製品開発を行っ

ています。LCO2を大量に、かつ低コストで輸送することができる

流体ハンドリングの技術やノウハウが必要となります。

CO2NNEXは、CCUSのスマートグリッドを構成する当社独自の

デジタル・プラットフォームです。CO2メーター類をつなぐIoT技

術、改竄不可能な形で環境価値を証明するブロックチェーン技

術、CO2の発生源や輸送経路や使用用途などを追跡するトレー

サビリティ技術、クレジット認証や他のシステムとの連携を可能

にするAPI技術等様々なIT技術が使われるため、当社は同様な

IT基盤の実績を多数持っているIBMと共創しながらこのシステ

ムを開発しています。

CO2の流通量が2040年に向けて現在の100倍以上になり、それ

に向けて小規模や大規模のCCSやCCUあるいはCCUSのチェー

ンが構築されていきます。これらは全てCO2削減に向けた環境

貢献が主な目的であり、CO2の実際の回収、輸送、利活用、貯留

の追跡と定量的な証明が必要になってきます。

CO2NNEX

CCS/CCU/CCUSのチェーンはがそれぞれつながり合うことで、

CO2の価値を最大化させ、環境価値を離れた場所へ正しく移転

することが可能になると考えます。CO2を排出し回収されたもの

は、ある時は販売され、ある時は処理費用を払って貯留されます。

Direct Air Capture（DAC）により、直接大気中から吸収される

CO2や、バイオマスボイラからの回収されるCO2などは、正しく固

定・貯留されることでカーボンバジェット自体を増やすカーボン・

ネガティブにつながるため、それらのCO2の価値は高まり、他より

も高く取引されると考えられます。

CO2NNEXではそれらの異なる価値の売買のマーケットプレイ

スにもなり、最終的にはCO2の需要と供給を正しく調整すること

で、CO2エコシステム全体のコスト効率が向上すると考えます。
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図46　CCS導入に対する制度的準備度　　出典： CCS Readiness index, Global CCS Institute

図45　大型CCSプロジェクトの地図　　出典： Global status of CCS in 2021, Global CCS Institute
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CO2 エコシステムの実現

CO2利用分野ではスタートアップとの連携を強化しています。当社グループのCO2回収技術やバリューチェーンソリューションと

スタートアップのCO2利用技術によるソリューションを組み合わせることで、CO2エコシステムの実現を目指しています。

CO2利用技術 （CO2NVERT）

米国三菱重工を通じて、CO2および再生可能エネルギーから

クリーン燃料「エレクトロフューエル（ElectrofuelsTM）」を生

成する革新的技術を持つ米国カリフォルニア州の Infinium（イ

ンフィニウム社）に出資しています。航空機や船舶、トラックな

どの燃料をネットゼロカーボン燃料に転換できる独自技術を有

するインフィニウム社との関係を強化することにより、エナジー

トランジション（低環境負荷エネルギーへの変換）における

CO2 回収・利用分野での展開を強化・多様化していくのが狙い

です。日本市場への展開を共同で検討していくべく覚書も締結し

ています。

Infinium社（エレクトロフューエル）

米国三菱重工を通じて、バイオ技術を活用したCO2利用ソ

リューションを提供する米国テキサス州ヒューストンの

Cemvita Factory Inc.（センビタファクトリー社）に出資して

います。センビタファクトリー社は、革新的なバイオ合成技術

を用いて、化学品、鉱山、オイル&ガスなどの重工業分野での

脱炭素ソリューションを開発・提供するバイオテクノロジーのス

タートアップ企業です。同社のバイオ製造プラットフォームは、

CO2を原料として利用し常温・常圧下でさまざまな化学品を生

成することを特徴とすることから、経済性が高くクリーンなソ

リューションの提供が期待されます。

Cemvita Factory社（バイオ技術でのCO2利用）


